
評価調査結果要約表
１．案件の概要
国名：ベトナム 案件名：重要政策中枢支援（法整備支援フェーズ2）
分野：法制度整備 援助形態：専門家チーム派遣
所轄部署：アジア第一部インドシナ課 協力金額：4.9億円
協力
期間

1999年12月1日～2002年11月30日 先方関係機関：司法省（MOJ）、最高人民検察院（SPC）、最高
人民裁判所（SPP）
日本側協力機関：法務省（法務総合研究所）、名古屋大学、最高
裁判所、日本弁護士連合会、国内支援委員会並びに民放改正共同
研究会

他の関連協力： 専門家チーム派遣「重要政策中枢支援（法整備支援フェーズ1）」
１－１ 協力の背景
ベトナム政府は1986年のドイモイ政策（社会主義を続けながら自由経済を実現しようとする政策）採用以降、市場経済化と
対外開放政策を推進している。現在、同国司法省は、旧ソ連の法制度を基礎として構築した法体系を見直し、市場経済化を支
援する新たな法的な枠組みを構築することが急務となっており、各国政府および国際機関の協力により法律の整備を進
め、1992年に新憲法、1993年に民法を制定した。引き続き、商法や民事訴訟法等の法律や民法典の附属法令を整備する必要が
ある。
このような中で、1994年、ベトナム政府は各種法律の整備及び人材育成等についての技術協力を日本政府に要請してきた。
これを受け、1996年から1999年まで3年間、専門家チーム派遣「法整備支援プロジェクト（フェーズ1）」が実施されたが、同
プロジェクト終了に先立ち、さらなる継続的な援助が必要であるとの両国の合意に達した。
 
１－２ 協力内容
我が国はベトナムの市場経済化に適合した法の整備に資するため、専門家の派遣・国別特設研修実施、機材供与をもとに民
法・商法などの市場経済化に必要な法的枠組みの整備に対する支援を行った。協力の柱は、(1)個別立法作業への助言(2)法体系
の整備への助言（ベトナム現行法令の鳥瞰図作成、民法改正共同研究）(3)法曹養成（司法官僚、裁判官、検察官）である。
（１）上位目標
ベトナムの市場経済化に必要な民商事法分野の法律・執行体制、法体系および法曹人材育成システムが整備される。
（２）プロジェクト目標
日本の民商事法を中心とした法律の専門的な知識・経験、法体系のあり方および法曹人材育成のシステムをベトナムの法律
関係者が習得し同国の法制度整備が促進される。
（３）成果
1）民商事法およびその関連法規を中心とした立法作業に必要な基礎的知識が習得される。
2）民商事法の法体系のあり方が提示される。
3）市場経済化の進展に合致したベトナム国改正民法の草案が作成される。
4）法曹の人材育成が促進される。
（４）投入
日本側：
長期専門家派遣 7名 機材供与 0.19億円
短期専門家派遣 50名
研修員受入（国別特設研修・カウンターパート研修） 108名
相手国側：

土地・施設提供 ローカルコスト負担
カウンターパートの配置等
 

２．評価調査団の概要
調査者 団長：梅崎 路子 JICAアジア第一部インドシナ課

技術評価：進藤 兵 名古屋大学法学研究課助教授
計画評価：石亀 敬治 JICAアジア第一部インドシナ課
評価分析1：水口 佳樹 中部電力株式会社
評価分析2：櫻井 友彰 中部電力株式会社
通訳：初鹿野 マイ 財団法人国際開発協力センター（JICE）

調査期間 2002年10月9日～2002年10月26日 評価種類：終了時評価
３．評価結果の概要
３－１ 評価結果の要約
（１）妥当性
日本の外務省による国別援助計画およびJICAによる国別事業実施計画では法制度整備への支援が挙げられている。またベト

ナム政府による経済社会開発10ヶ年戦略2001～2010（The Strategy for Socio-Economic Development 2001～2010）との内容の整合
性が確認された。協力の対象とした法令は、国会の立法計画にすべてリストアップされている。これらからも、プロジェクト
の妥当性は高い。
（２）有効性

MOJ、SPC及びSPP職員は国情に合わせた法律の起草または改正に必要な知識を習得しているため、プロジェクトの直接の受
益者であるベトナム側職員に対しては有効であった。
（３）効率性



国別特設研修については、日本とベトナム双方が研修内容や参加者の選定について事前に入念な打ち合わせを行い、合意の
上で実施していればより効率的な研修の実施が実現したものと考えられる。また、同研修は一定の成果をあげているが、その
位置付けと目標の不明確さにより成果との関連は明確ではなく、この点において、効率性が高いとは言い難い。また、鳥瞰図
の作成作業では、プロジェクト開始当初の計画が変更したことにより若干の遅れが見られるが、2003年3月末までには作業が終
了する予定である。
一方、日本側法曹三者および大学関係者による協同関係が確立できたことで、専門家の人選や各々の得意分野への協力など
プロジェクトの円滑な推進が可能となり、効率性を高めた。
（４）インパクト
当初計画では民法改正は2002年に予定されていたが、専門家による助言などにより、法案の提出時期を遅らせることになっ
ても民法を全面的に改正するとの決断がなされたこと、国立司法学校（The National Judicial Academy）の設立など、法曹養成分
野の機関の再編成を側面的に促進したこと、ベトナムの法整備支援分野にかかわる人材（他ドナーを含む）の間で、本プロ
ジェクトが高く評価され無視できない存在になっていること、法曹三者に加え大学関係者を含めた法律関係者による協力体制
が構築されたことにより、同プロジェクトのインパクトが確認された。
（５）自立発展性
ベトナム政府では、法令に関わる機関の再編成、及び法曹養成の重要性が認識されており制度面での自立発展性は高いと考
えられる。財政面では、MOJ、SPC及びSPPともに特別なプロジェクトを実施するための十分な予算を確保されていないが、予
算の不足が職員の業務の支障にはなっていない。したがって、財政面での自立発展性は高いとは言えないが、低いわけでもな
い。技術的側面からは法整備のさらなるニーズを充足させるためには、日本を含めた外国から多くのの知識および経験を得る
ことが必要である。
 
３－２ 効果発現に貢献した要因
（１）計画内容に関すること
該当なし
（２）実施プロセスに関すること
1）長期専門家とベトナム関係機関との良好な関係を通じてプロジェクトの実施が円滑に行われ、ベトナム側の日本のプロジェ

クトに対する信頼が高まった。また、ベトナム側の各機関の連携・調整が計画時点で期待していたとおりに実施されな
かったが、長期専門家が3機関の調整役の役割を果たしたために、プロジェクト実施上大きな問題は生じなかった。特にプ
ロジェクト後半において、長期専門家の活動がプロジェクトの目標達成への大きな貢献要因となった。

2）民法改正については、特性の人材に対して研修及び現地でのワークショップを通じて知的なインプットを継続して実施し
た。その結果、日本側の意見がおおむね反映された草案が作成されつつあり、また、民法全面改正への方針転換などのイ
ンパクトをもたらした。

3）本プロジェクトは、日本が実施したはじめての法整備支援であり、試行錯誤の中で実施してきたが、要望または問題につい
ては、長期専門家による対応や年次協議調査における計画見直しにより柔軟に対応がなされたため、効果的に事業が実施
された。

 
３－３ 問題点及び問題を惹起した要因
（１）計画内容に関すること
1）プロジェクトの継続性を保つために、約10ヶ月間で、フェーズ1の年次協議及び終了時評価と並行して3回の調査を実施し、
計画策定を行った。そのため、各成果に関する詳細活動計画が策定できず、各専門家のTOR（業務指示事項）の詳細が未
定のままプロジェクトが開始された。また、リーガル・データベース作成については、他のドナーの支援が後に発覚し、
協力内容の変更を余儀なくされた。

2）計画時において、日本のベトナム支援における援助計画の詳細が分野別に決定していなかったことやベトナム側が機関毎の
投入量の配分を重視していたため、PCM手法に基づく計画策定が十分に徹底されなかった。また、当該分野における解決
すべき課題や、プロジェクトのデザインの詳細について日越双方で認識の共有が十分でなかったすべての課題を包括する
目標を設置したため、当該分野の支援がめざすべきヴィジョン（PDMでいうスーパーゴール）に近いものとなり、成果の
実現＝目標の達成という関係にならなかったなどの問題が指摘される。

（２）実施プロセスに関すること
1）計画段階で作成したPDMをもとに進捗・管理を行わなかった。また、現地側の問い合わせや検討依頼事項について、対応が

遅いかまたは支援委員会へそのまま検討を依頼することがあり、JICA側がプロジェクトのマネージメント実施主体として
の役割を十分に発揮しなかった。

2）ベトナム側の調整役を担う予定であったMOJが組織上SPCとSPPの下部機関となるため、調整が困難であった。その結果、
カウンターパート機関が3者に増えたことによる相乗効果が発揮されなかった。また、民法改正の実態調査など部局にまた
がる活動はベトナム側の縦割り型組織により十分な効果が発揮されなかった。

3）鳥瞰図作成と民法改正の実態調査を担当する部署がMOJの法学研究所であったため、業務多忙で予定どおりに調査活動を終
了することができなかった。そのため、民法改正草案へすべての調査結果を反映することがプロジェクト終了時点では実
現しなかった。

4）プロジェクト目標の曖昧さに起因して国別特設研修の位置付けが明確ではなかったため、研修の準備が容易ではなく、また
研修による成果を効率的に発揮できなかった。

 
３－４ 結論
本プロジェクトは、様々な制約の中で計画がなされ、また実施中も開始当初予期しなかった問題に直面したが、試行錯誤の中
でその都度問題解決を行い、プロジェクトを実施してきた。プロジェクトの活動を通じて法曹の人材育成及び民法改正を中心
とした市場経済化を促進する各種法令の整備に貢献する等、プロジェクトの目標を実現する多くの成果の達成が確認されてお
り、「プロジェクトは総じて成功裡に実施された」といえる。
ただし、鳥瞰図の作成、実態調査を改正民法草案へ反映することについては今後数ヶ月間の作業が必要となるとこ



ろ、2003年3月31日までのプロジェクトの協力期間の延長が必要である。他方、自立発展性（技術的側面）の観点から、市場経
済化を促進する法制度・司法制度の強化のためには外国からの支援が引き続き必要であり、フェーズ3の実施など日本から支援
を継続することが妥当である。
 
３－５ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
（１）課題及びプロジェクト計画に関する両国の認識の共有、受入機関のキャパシティー（能力）の調査、他の援助機関との
連携や詳細活動計画の策定などを実施するために、コンサルタントを現地に派遣し情報収集したり、PCMワークショップな
どを実施したりするため、期間を十分とり入念に事前調査を行うべきである。
（２）PCMに基づく計画づくり及び進捗管理を徹底するべきである。具体的には、終了時に達成度の測定できる目標・成果の
設定、詳細な活動計画の策定、適正な評価指標の設定などを行う。また、基礎調査の結果、プロジェクトの目標が複数設定
される場合は、法整備支援全体をプログラムとして考え緩やかな連携を図ることを検討する。また、進捗管理において
も、PDMを活用し必要に応じてPDMの見直しを行う。

（３）プロジェクトの活動に応じてベトナム側の調整機関を作る必要がある。ただし、縦割りの意識の強いベトナムにおいて
は、すべてをベトナム側に任せることは困難であり、長期専門家による一定のサポートが当面必要である。

 
３－６ 教訓（他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管理に参考となる事柄）
（１）課題としての法制度整備分野の戦略作成を行う。同戦略の中では、どの対象国に、どのようなアプローチで協力し、い
つまでに課題の克服を実現するのかを明確にすべきである。
（２）法制度整備を含めたガバナンス分野の人材の育成や所轄部署の設置を行うことを検討するべきである。また、国際協力
専門員など内部の専門家の確保や外部の法律家をコンサルタントとして契約する措置をとる等もあわせて検討するべきであ
る。
（３）本プロジェクトのようないわゆる知的支援型の協力は、知的投入をどこまで採用するかは相手方次第であり、通常の結
果を中心とした評価に加えよりインパクトに注目した評価を実施するべきである。そのため、モニタリングの強化が必要で
ある。また、学術的評価手法の開発導入が望まれるため、名古屋大学が実施している当該分野の研究プロジェクトとの協調
を行い、相互の情報交換を行うなど実務と研究のフィードバックを行うべきである。
（４）当該分野の支援は他の援助機関の支援が実施されていることが多い。よって、計画段階から積極的な連携をはかり、支
援の重複を避け効果的な事業実施を行うべきである。また、プロジェクトの活動の1つとしてドナー間の調整を取り入れ現地
専門家配置等の体制を築くことが適当である。
（５）立法支援（民法改正支援を含む）を実施する場合は、目的を明確にし、その目的に沿った投入を行うべきである。具体
的には、以下の2つに区別する。

1）草案作成を目的とする支援（例、民法改正）：支援対象となるベトナム側の対象者を決め、現地ワークショップや本邦研修
など継続した支援を行い、草案の個別指導に加え長期的な立法担当官の育成を視野に入れた支援を行う。

2）日本や他の諸外国の法制度の紹介を目的とする支援：知識の提供にとどまるため、原則として長期専門家による対応とし、
必要に応じて日本国内の専門家を講師として派遣し現地セミナーを行う。（本邦研修は実施しない。）

（６）現地主導型の案件の実施を目指し、できるかぎり長期専門家及び現地事務所にて判断できる計画及び体制作りを実現す
るべきである。また、長期専門家は現地にて独自に技術移転活動を行うべきである。

 
３－７ フォローアップ状況
上記結論を受け、フェーズ3を2003年7月1日から2006年6月30日まで実施している。
 
 


